
学位 申請論文の要旨

本稿の 目的は、わが国における高校職業学科の成立 ・変遷 を検討す ることを通 じて、高

校教育における職業教育の再定位 を試み ることにある。

90年 代 のバブル経済崩壊以降、若年者の雇用 ・労働 にかかわる困難 は社会問題 として捉

えられ るようになった。この背景 には、日本的雇用システムの動揺がある。1985年 の労働

者派遣法に象徴 される非正規雇用者の増加、終身雇用制度の改変は 日本の雇用慣行に大き

な変化 をもたらし、学卒者 の職業教育 ・訓練を実質的に担ってきた企業 内教育 ・訓練制度

も大き く後退 した。

この企業内教育 ・訓練制度 の後退を受 けて、学校教育がその役割 を代替す る必要 に迫 ら

れている。そして、青年期の職業選択の力量形成 は、学校教育の根本的な役割であること

が再確認 され、 「学校 か ら社会への移行」のあ り方が捉え直 されてきている。

ここ数年、若年層の失業者 は減 り、雇用状況は改善されたよ うにみ える。 しかし、それ

は人材不足 にともな う求人の増加 に過 ぎず、職業教育 ・訓練が安定 して行 われ るよ うにな

ってきてい るわけではない。 日本 の教育制度、 とりわけ公的教育制度 においては、職業教

育 ・訓練制度が未確立なままである。

青年期 の職業選択 の力量形成お よび職業準備教育の基盤 となる教育は、高校職業教育で

ある。戦後教育改革以来、高校教育の 目的は、普通教育(一 般教育)と 専門教育(職 業教

育)の 両方 を行 うことと規定 されている。高校 は、希望者全員 を入学 させ るとい う大衆的

性格 をもち、後期 中等教育における唯一の公的教育機関 として構想 された。高校で行なわ

れる教育 は、すべての青年に共通に必要 とされるものであることが要求 され る。多 くの青

年は最終的に就業す ることを考えれば、高校教育のなかで職業教育を施す ことが必要 とさ

れ るのは当然のことである。 しか し、高校において具体的な職業(準 備)教 育が行われて

いるのは、高校生全体の2割 弱が在籍する職業学科に過 ぎず、高校生全体の7割 を占める

普通科在籍者のほとん どは、普通教育、 しかも進学準備教育 しか受けてきていない とい う

現状がある。青年に対 して職業選択のための力量形成 と職業準備教育 を保 障 してい くこと

は、今 日の高校教育 にとって喫緊の課題である。

そのために、本稿は、①第二次世界大戦後 の高校教育の 目的が どのよ うに成立 し、職業

学科にお ける教育が どのよ うに展開してきたかにっいて、教育政策の変遷 を中心に社会変

動 も踏 まえて再検討す ること、②1990年 代以降現在 に至るまでの、高校再編、学科の多様

化や特色化の現状 と課題 を明 らかにす ること、③農業高校 、工業高校 、水産高校における

事例検討 をとお して、高校職業教育の今 日的意義や教育内容を実態に即 して解明す るこ と、

を課題 とした。

高校教育に関す る著書 ・論文等は決 して少な くない。今 日、高卒者の移行過程 に焦点を

当てた社会学的アプローチによる研究が多 くみ られる。 これ らは、 日本 の高校職業教育の

特徴や意義 を明 らかにする うえで、成果 を残 している。 しか し、 日本の高校職業教育の制

度や教育 内容を正面か ら論 じるものではない。 また農業高校や工業高校 な ど個別 の職業高

校を対象 として職業教育の実態や教育内容 を論 じる先行研究もみ られ る。 これ らは高校職

業学科の教育内容 を分析す る一っのあ り方を示 してお り、実証研究 として貴重な内容であ

るといえる。 しか し、これ らの研究は農業教育や工業教育な どを高校制度 として総括する

一7一



視点を欠いている。 この点で、佐々木享や乾彰夫 を代表 とす る研究者 の労作 は、それぞれ

に高校制度 と職業教育の関係性の総括的視点を提示 した数少ない研究である。 しか し、彼

らの研究 は70年 代までの高校教育を対象 としている。本稿は、 これ らの先行研究を乗 り

越え、①今 日的課題 のなかで高校制度 の再定位 を行い、② さらに今 日の職業学科の教育内

容にまで踏み込んだ うえで高校職業教育の実態を解明 しよ うとした試みである。

序章では、まず、戦後か ら現在までの高校職業学科の展開過程を確認 した。その うえで、

①職業教育制度のなかの高校職業教育の位置、すなわち日本の職業教育制度 において高校

職業教育が重要 な位置 を占めてい ること、② 日本の中等職業教育の国際的特徴、すなわち

国際的 にみると日本の高校職業教育は 「職業準備教育」であ り、 しかも独特 の教育体系 を

持 ってい ること、について明 らかにした。

第1章 では、戦後改革当初の高校教育理念のもつ意義を再検討 した。

新制高校の 目的を実現す るた めに 「総合制高校」が構想 されたが、それ は貫徹 しなかっ

た。総合制高校は 「普通教育」 と 「専門教育」の両方 を併せ施す とす る高校教育の 目的の

二重性 を実現 しようとするものであったが、その意義 ・意味は十分に理解 されず、またそ

れ らを実現するための人的 ・物的条件 も不十分であったか らである。多 くの 「総合制高校」

は解体 され、普通科 と職業学科 とに分けられ、普通教育 しか行わない普通科 が常態化 して

いった。

第2章 では、50～60年 代に職業高校 ・職業学科が定着 してい く過程 を、文部省の高校

教育政策 の動向を中心に検討 した。1951年 に制定 された産業教育振興法 は高校職業学科の

拡大に大 きな役割を果 た した。 しかし他方で、 「産業教育」 とい う用語 の概念形成は不十

分 に終わった。高度経済成長期にお ける産業界か らの高校職業学科への要請 と圧力 をうけ

て、文部省は職業教育振興 策 を とった。 これにより職業学科は安定 したが、高校多様化政

策 は十分成功す ることはなかった。

第3章 では、60年 代の多様化政策のなかでの職業学科の実態 を、当時の調査および統計

資料 をもとに分析 した。高校職業学科は量的拡大 を遂げたが、同時に不本意入学者の増加

や 、学力 および意欲の低い生徒が増大す るとい う矛盾を抱 え込む こととなった。

第4章 では、70年 代以降の教育政策が高校職業学科に与えた影響 について再検討 をお こ

なった。具体的には、1970年 以降の教育政策の柱であった71年 中教審 答申と臨教審 答申

の内容 を確認 し、70年 代か ら80年 代にかけての産業構造の変化 とそれに伴 う教育政策が

高校職業学科に与えた影響 を再検討 した。同時に、60年 代の高等専門学校 の設立、および

70年 代 の専修学校制度の創設にみ られ る後期 中等教育の複線化のなかでの職業学科の位

置 について も確認 した。

第5章 では、90年 代以降の高校職業教育の変容 を概観 した。90年 代以降はすべての都

道府県で少子化による高校統廃合 と新たな多様化政策が実行 され、 「特色 ある高校」へ と

再編成 され る高校が増加 した。総合学科や 中高一貫校、単位制高校の設置は、その特徴 的

な事例 であった。 これ らの多様化政策や高校再編の具体例 のなかで、職業学科が変容 して

いった過程 を分析 した。

第6章 ～第8章 では、現地調査 をもとに、90年 代以降の高校工業科、水産科、農業科の

教育の変遷 と実態を解明 した。 この作業 をつ うじて、 これ らの職業学科 には、その教育 の

重点に基 づいて次の4つ のパターンが存在することを明らかに した。すなわち、①職業人
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としての基礎 ・基本を重視す るもの、②大学教育 との接続 を意識 したもの、③公的職業資

格の取得 に重点をお くもの、④教養教育の一環 として位置づけられるもの、である。

以上の調査 と考察をま とめ、終章では、高校職業教育制度の変遷 と職業学科における教

育実態の特徴を明 らかにする とともに、今 日の職業学科が戦後の高校教育の 目的一 「普通

教育」 と 「専門教育」 の両方 を併せ施す ことを実現す る存在 となってい ることを明 らかに

した。今 日においても、わが国の高校制度の発展のためには職業教育の充実が不可欠であ

り、そのためには、職業学科の専門性 ・体系性 を保持 し強化す ることが重要であると結論

づけた。
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